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Abstract: The objective of this report is to disclose the technical and organization system obstacles 
which Geological Survey of Japan (GSJ) should take into consider under the open data policy in Japan 
by reviewing the French Geological Survey (BRGM) activities under the French open data policy and/
or European Union activities. BRGM is carrying out technical assistance of the employment of the 
international project OneGeology, which distribute the world geologic map of scale 1: 1 million via 
the Internet and BRGM is one of the most advanced organizations in distribution of geologic maps in 
digital form. We clarified about the technical issues which should be work on actively when GSJ will 
offer geologic data to society from now on. On the other hand, from the circumstances of organization 
establishment, BRGM has taken the position of as both public and private institutions, and we found 
that the GSJ is easier than BRGM in respect of maintenance of the organization system containing a 
distribution rule or a copyright employment rule.
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要　旨

　オープンデータ政策に対するフランス地質・鉱山研
究所(BRGM)の取り組みと，産業技術総合研究所地質調
査総合センター (GSJ)の取り組みを比較検討することで，
今後GSJが社会に対して地質データを提供していくうえ
で取り組むべき技術的課題，整備すべき制度を考察する
ことが本報告の目的である．今回着目したBRGMは縮尺
100万分の1の世界地質図をインターネットで配信する
国際プロジェクトOneGeologyの運用を技術支援してお
り，地質図のデジタル配信分野で先進的な機関の一つで
ある. フランス政府が進めるオープンデータ，あるいは
欧州議会が定めた欧州域内の地図・空間情報の統合・共
有政策の潮流の中で，BRGMが進めている地質データ管
理・提供の動向を検証し，今後GSJがデータ配信に関し
て取り組むべき技術的な課題について明らかにした．一
方で，BRGMは組織設立の経緯から，官と民の両方の立
場をとっており，配信ルール，あるいは著作権運用ルー
ル等を含む制度の整備の面ではBRGMよりもGSJのほう
が容易であることが分かった.

１．はじめに  

　2012年，高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本
部(IT戦略本部)は行政機関等が保有するデータ（公共デー
タ）の民間事業者等による活用が進むよう，機械判読
可能な形でデータを提供する「オープンデータ」の取組
を電子行政オープンデータ戦略として決定した(内閣官
房，2012)．この決定を受け，例えば経済産業省はIT融
合フォーラム・公共データワーキンググループを設置し，
オープンデータを実践するために試験サイトOpen DATA 
METI(β版）の運用を開始した(経済産業省, 2013)．この
サイトは公共データとして無償公開されたデータの所在
を一元的に管理し，ユーザに提供するためのポータルサ
イトであるが，取り扱うデータの著作権の運用も整備し，
その運用にはクリエイティブ・コモンズ・ライセンス（CC
ライセンス）の表示2.1(CC BY)を採用している(クリエイ
ティブ・コモンズ・ジャパン, 2004)．
　地質情報のデジタル配信の状況としては，産業技術総
合研究所地質調査総合センター (GSJ)が，保有する地質
情報の配信について，二次利用の促進のための環境を技
術面・制度面から整備した(吉川ほか, 2013)．公開デー
タのうちCC BYを適応したデータについては既にOpen 
DATA METI(β版）に登録済みである．
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　 一 方， フ ラ ン ス で は2010年 よ りetalabと い う オ ー
プンデータ推進に関するプロジェクトを推進してい
る (Secrétariat Général Pour la modernisation de l'action 
publique, 2010)．このうち，各機関が提供する地理空間
情報を検索するためには，クリアリングハウスの構築
やリンク,世界標準に基づいたメタデータの整備が必要
になる(脇田, 2003).フランス地質・鉱山研究所(Bureau de 
Recherches Geologiques et Minieres, BRGM)がそのメタ情
報の管理，すなわちクリアリングハウス機能を担ってお
り，地質情報に限らず，フランスの公的機関に関する
すべての地理空間情報の管理を担当する．BRGMは縮尺
100万分の1の世界地質図をインターネットで配信する
国際プロジェクトOneGeologyの運用を技術支援しており，
世界的にも地理空間情報の発信に関して先進的な機関の
一つである(脇田, 2009)．同研究所のオープンデータに対
する取組を技術面・制度面からGSJと比較・検討するこ
とで，今後GSJがデータ配信に関して取り組むべき技術
的課題，整備すべき制度を考察することが本研究の目的
である．

２．フランスのオープンデータ化と BRGM の対応

　フランスの地質情報を管理するフランス地質・鉱山研
究所 (BRGM)は，フランス政府が推進するオープンデー
タ化の中で，特に地理空間情報の整備において大きな役
割を担っている．本章ではBRGMの現状，特にフランス
政府のオープンデータへの取組における役割，さらに欧
州全体でのオープンデータに対する取組との関係につい
て整理・検証する． 

2.1 BRGMの概要
　BRGMグループはフランス海外鉱山局，地質・地
球物理研究所を前身とする公的機関(Public Industrial 
Institution)としての側面と，鉱山会社とその系列会社で
構成された私企業(Commercial Institution)の側面を併せ
持った機関である．2012年の総職員数は約1,100名(う
ち研究者・技術者が700名程度)で総収入が139.16M€(約
190億円程度)の巨大組織である(BRGM, 2012a).
　BRGMはGSJと同様に，自国の地質情報を整備・配
信する公的な機関として法律で規定されている(ただし，
無償で提供するという記載はない)．現在は，フランス
環境省，科学省，工業省の共管下におかれているが，地
質情報の整備に関する管轄は環境省の管轄で行ってい
る． 
営利活動については，例えば英国地質調査所(British 
Geological Survey, BGS)が海外での営利活動について，資
本関係を継続しない別組織(BGS International, 2010年12
月発足)として運営しているのに対し，BRGMは時に公
的機関として，時に私企業として一つの組織で運営を

行っている．なお，BRGMの営利活動のほとんどはBGS 
International同様，海外での活動に現在のところ限定され
ている．その資金は資源保有国からの委託調査，世界銀
行，フランス政府などさまざまである．
　BRGMでは地質図，鉱物資源情報，地熱，CO2 地中貯留，
地下水資源，ポストマイニング，自然災害，土壌汚染と
いった情報を提供している．私企業としての側面もある
ことから，非公開のデータも保有し，かつ公開対象のデー
タのうち一部は有償配布している．ただし，有償の場合
はメディア配布のみ(DVD-ROM等)で，インターネット
からの地図配信機能を用いた有償配布は行っていない．
　このような有償データ，あるいは非公開データを保有
する一方で，BRGMは公的機関として地質に限らないフ
ランス全体の地理空間情報クリアリングハウスであるジ
オカタログを管理する責務を負っている(Le ministère de 
l’écologie, du développement durable et de l’énergie, 2007)．
このほかにもフランスの環境系のデータベースである
CARMENの運用も担当している(BRGM, 2012b)．これは
フランス首相直属の行政事業近代化事務総局（Secrétariat 
Général Pour la modernisation de l’action publique)が推進
するオープンデータのためのetalabプロジェクトの一環
で行っている．ただし，前述のとおり，BRGMは2014年
3月時点において，保有する地質データの公開に対して
慎重な姿勢を取っている．これは，BRGMが官としての
機能と，民としての機能を併せ持った機関であることが
一因となっていると考えうる．

2.2 フランスのオープンデータ戦略
　フランスにおける政府情報のオープンデータは2011
年頃から当時のサルコジ大統領の下で急速に推進され，
前述のetalabカタログサイトを2010年に開設し，政府全
体のオープンデータポータルサイトdata.gouv.frも2011年
12月に開設している(data.gouv.fr, 2011a)．
　BRGMが管理するジオカタログには地理空間情報を配
信する機関の保有する全ての地理空間メタ情報が登録さ
れており，BRGMが保有する公開データ，非公開データ，
公開・非公開の不明なデータの全てのメタデータも登録
されている．一方で，data.gouv.frには公開データのみメ
タデータを提供している．公開データについては，地図
デジタル配信技術を用い，二次利用可能な形式として公
開しており無償で提供している．

2.3 欧州のPSI指令とINSPIRE
　欧州は2003年にPublic Sector Information (PSI)指令を制
定した．PSI指令は，欧州の公共部門情報を国民に公開
し二次利用を促進するとことを目的としている．なお，
データの二次利用促進はデータの無償化と混同されがち
であるが，PSI指令の扱う地理空間データは必ずしも無
償データに限定されていない(The European Union, 2003).　
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さらに，地理空間情報については2007年にINSPIRE指令
を制定した(The European Union, 2007)．INSPIRE指令で
は原則無償公開データを扱うことになってはいるが，必
ずしもすべてのデータが無償である必要はない．一方の
data.gouv.frは無償公開データを対象とする．
　このような違いがあるため，BRGMはdata.gouv.frに対
してはBRGMが保有する無償公開データについてのみメ
タデータを登録しているが，INSPIREについてはBRGM
の保有する全てのメタデータ(無償公開データ，有償公
開データ，非公開データ，公開・非公開の区分が未定な
データ)を登録している． 

３.BRGM における地質図類のデジタル配信

　BRGMは100万分の1世界地質図をインターネットで
配信する国際プロジェクトOneGeologyの運用を技術的に
支援しており，世界的にみても地質図類のデジタル配信
分野で先進的な機関と位置づけうる．さらに前述のとお
り，地質図類のデジタル配信のみならず，フランス全体
の地理空間情報クリアリングハウスや環境系のクリアリ
ングハウスの配信を担っている．そこで，BRGMがオー
プンデータへの対応にあたって進める技術的な整備，す
なわちデジタル地質図の整備状況，配信体制，標準化へ
の対応と相互互換性の確保，個人情報管理の観点から調
査を行った．

3.1デジタル地質図の整備状況
　フランスでは2011年にフランス全土の5万分の1の地
質図の整備を完了した(脇田, 2011)．これらの地質図はデ
ジタル地図としてラスター化のみならず，ベクトル化も
完了している．ただし，地質図幅間の接合部分について
のシームレス化(統一凡例で図幅間のつなぎ目が整合)は
進んでいない．そこで，フランスでは2011年から10年
計画でフランス全土の5万分の1の3次元シームレス地
質図の作成プロジェクトThe French Geological Reference 

Platform (RGF)がBRGMを中心とした国家プロジェクト
として始まった (BRGM, 2011)．RGFは単にフランス全
土のシームレスかつ統一凡例の5万分の1地質図を整備
するだけではなく，フランスの地下に関するボーリング
データ等の全ての情報を一元的に管理することを目指
した意欲的なプロジェクトで，大学や企業も参加して
いる．現在は地域ごとに整備を進めており，2013年6月
時点でフランス東部Vosges-Rhine Grabenゾーンについて
オペレーショナルな環境の整備を完了している(第1図, 
Loiselet and Courrioux, 2013)．このような大規模の整備プ
ロジェクトが進行する一方で，既存データについては作
成時の経緯などを考慮し，フォーマットやファイル名の
統一化は行われていない．

3.2配信体制
　BRGMのInfrastructure部門には約100名の人員が配置
されており，そのうち約15名のエンジニアがBRGMの
約20台の独自サーバを管理することでジオカタログや
CARMENを含むデジタルデータの配信システムを運用
している．クラウド環境への移行は実験的には行ってい
るが，運用での利用には至っていない．有償データ配布
も行っていることから，24時間体制のユーザ向けヘル
プデスクを設置し，4人の専門家が対応にあたっている．
現在，地図データの配信には，オープンソースソフト
ウェアの一つであるMapServerを利用している．ただし，
MapServerはベクトルデータをサポートしていないこと
から，ベクトルデータ配信のために同じくオープンソー
スソフトウェアであるGeoServerも導入している．さら
に，現在MapServerのベクトルデータ配信の対応につい
てもソフトウェア会社に業務委託する形で準備を進めて
いる．

3.3標準化への対応と相互互換性の確保
　BRGMは保有する地質科学データを無償オンライン提
供するサービスInfo Terreを運用している(BRGM, 2013a)．

第1図  RGFプロジェクトの成果の例
(Pechelbronn地域)

  ライン地溝帯三畳系地域の3次元地下
構造モデルの可視化の例 (Loiselet, C., 
and Courrioux, G., 2013より抜粋)

Fig.1  3D model of the Rhine Graben basement 
and Triassic zone (Pechelbronn region), 
produced by C. Loiselet and G. Courrioux. 
© Geoderis (Quote from Loiselet, C., and 
Courrioux, G., 2013)
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データ提供にあたっては，INSPIRE指令の規定する標
準に準拠する．具体的には，ISO19111 (座標による空間
参照)，ISO 19115 (メタデータ)，ISO 19119 (サービス)，
ISO 19139(メタデータ―XML スキーマによる実装)であ
る．地質情報の相互運用実現のための地質情報構造規
格GeoSciMLへの対応も進む．また，地図データはISO 
19128(ウェブマップサーバインタフェース)を用いた配
信を行うほか，Open Geospatial Consortium (OGC)のウェ
ブフィーチャーインターフェース(Web Feature Service)で
の配信も行っている．地理空間情報の著作権などをデ
ジタル管理するための国際規格であるISO 19153 (地理空
間デジタル権利管理参照モデル Geospatial Digital Rights 
Management Reference Model)についての検討も行ってい
るが，2014年1月時点においてGeoDRMは採用していな
い．BRGMは所有するデジタルデータについてINSPIRE
指令の規定する標準に準拠する一方で，BRGMが運用す
るジオカタログのメタデータはData Catalog Vocabulary 
(DCAT)を採用している．DCATはW3Cが勧告したWebで
公開されるデータ・カタログ間の相互運用性(いわゆる
Linked Open Data)を促進するためのRDFボキャブラリ(メ
タデータを記述するために利用するボキャブラリ)であ
る．BRGMではDCATとISO間の相互互換性を確保するた
めのマッピングも現在整備中である．

3.4クリアリングハウスの運用体制
　BRGMでは同機関が保有するデータのクリアリングハ
ウスに加え，フランス全土の地理空間情報のクリアリン
グハウスであるジオカタログ等を運用している．この
うちBRGMが独自に保有するデジタルデータについては
オープンソースの地理情報カタログサービスソフトウェ
アGeoNetworkのフランス語版Geosourceを利用している

(BRGM, 2013b)．対してジオカタログには商用ソフト
ウェアであるDassault社のExaleadを採用している．さら
にdata.gouv.frではオープンソースソフトウェアのデータ
管理システムCKANを採用している．BRGMのクリアリ
ングハウス(Geosource)とジオカタログ，さらにdata.gouv.
frあるいはINSPIREのクリアリングハウスの間は，ハー
ベスティング機能でメタデータの同期がとられている．
ハーベスティング機能とは，クリアリング間でメタ情報
を自動収集し，同期する仕組みの一つであり，現在週に
一回，同期がとられている．BRGMのクリアリングハウ
スに含まれるメタデータは全てジオカタログに登録され
るが，data.gouv.frには無償公開のデータのみがハーベス
トされる．INSPIREへのデータ登録はBRGMのクリアリ
ングハウスから直接ハーベストするのではなく，ジオカ
タログからハーベストする．このようなデータベース間
の同期のルールが確立されている(第1表)．

3.5個人情報
　BRGMが扱う情報のうちボーリングデータにはボーリ
ング孔地点の土地の所有者に関する個人情報が含まれ
る． BRGMにはGeosourceで管理するデータベースとは
別に，オラクルデータベースで管理したデータベースが
存在し，オラクルデータベース上では個人情報を含む全
メタデータを管理し，Geosourceに登録する際に個人情
報をフィルタリングすることで，個人情報を保護する仕
組みを有する．

４. BRGM の配信制度

　ユーザの利便性を考慮したデータ配信の環境を整備す
るためには技術的な環境整備だけでなく，制度の整備も

管理機関 カタログ カタログサーバ 個人情報

etalab data.gouv.fr CKAN 公開データ(無償) (一部個人情報除)

Joint Research
Center

INSPIREカタログ geonetwork 公開データ(無償) 公開データ(有償) 非公開データ 公開・非公開が不定のデータ (一部個人情報除)

ジオカタログ Exalead 公開データ(無償) 公開データ(有償) 非公開データ 公開・非公開が不定のデータ (一部個人情報除)

BRGM カタログ
(所外向け)

geosource 公開データ(無償) 公開データ(有償) 非公開データ 公開・非公開が不定のデータ (一部個人情報除)

BRGM カタログ
(所内限定)

Oracle 公開データ(無償) 公開データ(有償) 非公開データ 公開・非公開が不定のデータ (全個人情報含)

BRGM

データの種類

第1表  カタログと取り扱うデータ種の対応関係
  フランス政府が運用するオープンデータカタログサイトdata.gouv.frにはBRGMの無償公開データのみが登録さ

れている. 一方で，INSPIREのカタログには無償・有償を問わず，全てのデータが登録されている．

Table 1  Correspondence between a catalog and the data publicity level
  BRGM holds open data, closed data and unknown data about the data publicity level, among which only the open data 

is registered to the French open data catalogue site, data.gouv.fr, while all the BRGM holds data are registered to the 
INSPIRE catalogue.
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必要となる．配信するデータの著作権の運用(利用規約)，
配信するデータの品質管理，個人情報の保護の観点から
BRGMの配信制度について検討を行った.  

4.1 著作権の運用
　BRGMが作成した地質図を含む成果物は，公的機
関(Public Industrial Institution)と し て の 成 果， 私 企 業
(Commercial Institution)としての成果の如何を問わず，
BRGMが所有権および著作権を有する．フランスでは日
本を含むほぼすべての国が採用する無方式主義(著作物
を著作もしくは発表した時点で自動的に著作権が発生
する)を採用しているのではあるが，著作権の運用にあ
たっては，有償データ，若しくは現時点で有償・無償が
定められていないデータについての著作権表記には慣例
としてコピーライトマークを用いている．無償公開デー
タの提供にあたってのライセンス(利用規約)にはetalabが
フランスの公共データについて独自のライセンス(Open 
License)を策定している(data.gouv.fr, 2011b)．これはクリ
エイティブ・コモンズ・ライセンスのCC BYとも互換性
のあり，BRGMが提供する無償データについてもOpen 
Licenseが適用される．

4.2 品質管理
　BRGMは品質マネジメントシステムの国際標準である
ISO 9001を取得している．ISO 14001環境マネジメント
システムも取得している．BRGMはISO9001の取得によ
り企業活動を行う上で，クライアントやパートナー企業
に対し品質の保証をISO9001の形で示している(BRGM, 
2013c)．
　BRGMが新たに主導しているRGFプロジェクトにおい
ては，成果物としての地質図をデジタル管理するだけで
はなく，地質図作成に関連する現地踏査のデータ等すべ
ての情報をイントラ上で一元管理するウェブインター
フェースを現在構築中である．一方， BRGMではデータ
配信・管理にクラウド環境を採用していない．その理由
としては，独自環境でサーバを維持するだけの人員，サー
バ環境が確保されているというのが最大の理由であるが，
非公開のデータの管理，あるいは個人情報を含むデータ
の管理について，クラウド環境を用いることに抵抗もあ
ると考えうる．

4.3 個人情報管理
　ボーリングデータの管理において，個人情報を非公開
とする仕組としてフィルタリング機能を用いる技術的な
仕組は有しているが，個人情報は原則公開としている．
本人からの削除依頼があった場合にのみフィルタリング
の対象とするオプトアウト方式を採用している．

５. GSJ が取り組むべき今後の課題：BRGM と
GSJ の配信技術・制度の比較

　オープンデータ政策に対してBRGMが進めてきた地質
情報の配信についての取り組みを技術面，制度面から
GSJが取り組む地質情報の配信と比較することで，今後
GSJが推進すべき課題について考察を行う.

5.1 データの整備
　BRGMは2011年に5万分の1の地質図の全国的な整備
を完了している．GSJは20万分の1の地質図の整備を全
国的に完了しているが，5万分の1の地質図については
都市部を中心に現在も整備を進めているところである．
日本の国土面積に対してフランスの国土面積は約1.5倍
であるが，地質構造が複雑な日本の5万分の1地質図の
整備が困難であることが推察される．BRGMもGSJも地
質図は紙媒体として整備を進めてきた．オープンデータ
への対応，すなわち機械判読可能な形式でのデータの提
供のためには，紙媒体の地質図をスキャンし位置情報を
付加したラスターデータとしてのデジタル地質図とする
ことが第一段階であり，両機関とも既にラスター化は完
了している．ただし，従来の紙媒体の地質図は背景とな
る基図(日本の場合は国土地理院の地形図等)上に描画さ
れており，ラスター化された地質図を利用する際に，著
作権運用ルールの異なる他機関のデータが含まれる可能
性が生じるため，ユーザはそれぞれの利用規約に対応す
る必要が生じ，複数のデータを組み合わせた利用が難し
くなるため地質図のレイヤーのみを分離することが望ま
しい．この作業がベクトル化でありBRGMでは既にベク
トル化を完了している．一方，GSJは現在もベクトル化
を行っており，地質図のベクトルデータ整備が急務であ
る．　ただし，国土のシームレスな地質図情報の提供と
の観点においてはBRGMが2011年にRGFプロジェクトに
おいて5万分の1シームレス地質図作成を開始したのに
対し，GSJでは2006年には20万分の1シームレス地質図
の整備を完了するとともに，既に配信を行っている(脇
田ほか, 2008)．

5.2 品質管理
　BRGMは企業としての側面もあることから製品やサー
ビスの品質保証を通じて，顧客満足向上と品質マネジメ
ントシステムの継続的な改善を実現するISO9001を取得
している．国内では例えばロケット開発などを行ってい
る宇宙航空研究開発機構（JAXA; 前組織は宇宙開発事業
団, NASDA）が第三者認証取得を受けている(宇宙開発事
業団, 2003)．衛星打ち上げの受注などの際に，海外機関
に対して開発した成果の品質を担保する手段として有効
であると考えうる．ただし，地質図の場合は，ロケット
のエンジンといった製品ではなく，研究者の解釈図，す



− 62 −

地質調査研報　2014 年　第 65 巻　第 3/4 号

なわち著作物であることから，作成した研究者の知見，
あるいはその時代の研究の進捗などが反映されており，
個別研究者が論文成果として公表を行い，査読を受ける
ことで品質を担保することのほうが品質の保証につなが
ると考える．
　BRGMではRGFプロジェクトを推進していくうえで，
成果物である地質図だけでなく，一次データとしての
現地踏査データ等も一元的に管理するウェブインター
フェースを現在構築中である．公開を前提としていない
このような一次データについても，成果物の品質を保証
するバックデータとして管理する仕組を構築することは
重要であると考える．

5.3 データの配信
　データ配信の環境はBRGMが所内の独自サーバを運用
しているのに対して，GSJではサーバをクラウドで運用
している．BRGMではサーバの運用に約20名のスタッフ
が対応しているがGSJの人員ではアウトソースするのが
妥当と考えうる．冗長性や堅牢性の観点からもクラウド
の利用はメリットがある．実際，2011年の東北地方太平
洋沖地震ではGSJのサーバも被災し，データ配信に影響
も生じた．一方で，GSJが原則公開データのみを保有し
ているのに対して，BRGMは非公開のデータも所有して
おり，非公開なデータを一企業が運用する外部クラウド
サーバに保管することに対する懸念も理解しうる．デー
タの配信にクラウド環境を利用することの利点・懸念を
考慮すると，現時点においてGSJの配信にクラウド環境
を利用することは妥当である．
　地図データの配信には，両機関ともオープンソースソ
フトウェアであるMapServerを導入しているが，BRGM
ではMapServerでベクトル配信を可能とするため，オー
プンソースソフトウェアの開発会社に業務委託する形で
MapServerの改良準備を進めている．GSJにおいても必要
に応じ，オープンソースソフトウェア開発会社を通じた
地質図配信に関するオープンソースソフトウェア開発を
検討する必要がある．

5.4 クリアリングハウス
　フランスではBRGMからジオカタログ，data.gouv.frあ
るいはINSPIREへメタデータの同期がハーベスティング
機能を用いて行われている．BRGMは非公開のデータ，
公開・非公開が不確定なデータについてもメタデータと
してはジオカタログに登録を行う一方で，無償公開可能
なデータについてのみdata.gouv.frにメタデータが登録さ
れる．このようにデータのライセンシングの違いを考慮
したメタデータ共有化の仕組みが一元的に構築されてい
る（第2図）．
　GSJでは実験的にGeoNetworkを用いたクリアリングハ
ウスの構築を行ってきたが，2014年4月時点でクリアリ

ングハウスの運用は行っていない．Open Data.METIへの
メタデータの登録は手作業であり，定期的な自動更新環
境の構築には至っていない．例えばボーリングデータを
一つのデータセットとしてメタデータに登録する場合と，
各地点のボーリング情報を順次メタデータに登録する
場合とではメタデータの更新頻度が異なる．後者の場合，
定期的に同期を取らないと同期先のクリアリングハウス
の情報の鮮度は下がる．GSJとしてはどの情報をメタデー
タとしてユーザが必要とするかの整理を行い，GSJとし
てのクリアリングハウスを運用する必要がある．同時
に，現在国内で構築中の複数のクリアリングハウス間の
データ共有の流れについてもルール(どのクリアリング
ハウスとどのぐらいの頻度で同期するか)を構築する必

 

BRGM カタログ 
( 所外向け ) 

個人 情報 を フィルタ 
ハーベスト 
1 日 1 回 

ジオカタログ 

ハーベスト 
週 1 回 

INSPIRE 
カタログ 

data.gouv.fr 

BRGM 管理 

ハーベスト ハーベスト 
（無償公開情報のみ） 

BRGM カタログ 
( 所内 ) 

CARMEN 

他 
機 
関 
の 
カ 
タ 
ロ 
グ 

他 
機 
関 
の 
カ 
タ 
ロ 
グ 

第2図  データベース間の同期方法
  INSPIRE，data.gouv.frの各カタログは常にジオカタ

ログをハーベストし，BRGMのメタ情報を収集して
いる.メタデータを複数の機関が共有するためには，
参照機関先，参照対象をどのぐらいの更新頻度で参
照するかのルールを決めておくことで，情報の鮮度
を担保する．

Fig.2  The synchronous method between databases
  Both INSPIRE and data.gouv.fr catalogue always harvest 

BRGM metadata through the geocatalogue. To share 
metadata among several organizations, it is important 
to make operation rules such as target harvest database, 
metadata, and the harvest intervals, so as to keep the 
freshness of the metadata information.
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要がある．複数のクリアリングハウスに対して手動で定
期的にメタ情報を更新することは現実的ではない．その
ためにはクリアリングハウスに適当な標準を採用し，標
準仕様に則ったシステムを構築することにより，クリア
リングハウス間の同期を自動で行う仕組みが必要とされ
る．同期を行う際には，著作権の運用ルールを同一とす
るデータについて自動的に同期を行うことでユーザが複
数の著作権ルールが適応されたデータを扱わずにすむ仕
組も検討する必要がある．DCATとISO間の相互互換性を
確保するためのマッピングについても異種データとの統
合を実現するために今後検討が必要である．

5.5 著作権の運用
　BRGMではdata.gouv.frに提供する無償公開データにつ
いてetalabが定めた独自のライセンス(Open License)を採
用している．これはクリエイティブ・コモンズ・ライセ
ンスのCC BYとも互換性があるとはいえ，国際的にも広
く使われているライセンスを導入するほうが，独自のラ
イセンスを導入する場合よりもユーザへのデータの利便
性は高まる．GSJではクリエイティブ・コモンズ・ライ
センスの CC BY（表示）または CC BY-ND（表示−改変
禁止）を2013年10月31日より採用した(産総研地質調査
総合センター , 2013)．さらにCC BY-NDを採用したデー
タについても，本来であれば改変に当たる形式の変換（翻
訳・ファイル形式の変換等）や部分を切り出して利用す
る場合，改変部分が原著と明確に区別されている場合に
ついては許諾申請手続きを不要とすることでユーザの利
便性を高めている．

5.6 二次利用の現状
　オープンデータの実利用につながることを目的に，
BRGM，GSJ両機関ともオープンデータに対応したデー
タの整備，配信ルールの統一を図ってきた．GSJにお
いては2013年10月に著作権運用ルールの改正を行って
間もないこともあり，今までに用いられてこなかった
異業種でのデータの利用例は確認ができていない．一
方，先行してオープンデータに対応中のBRGMについて
も，異業種の企業がデータを利用する例は確認が取れな
かった．ただし，EU 第7 次研究枠組み計画(FP7)のプロ
ジェクトの一つであるEarth Observation and Environmental 
Modelling for the Mitigation of Health Risks (EO2HEAVEN, 
2007）プロジェクトにおいて，住民の健康状況を評価す
るための地下水に関する様々なデータを提供する仕組み
が構築されている(BRGM, 2012a)．学生から専門家まで
の幅広いユーザ層を対象としている．このように異業種
でのデータ利用を促進するためには，継続的な利活用研
究への予算および体制の支援も必要であると考える．

６. まとめ

　オープンデータ政策に対するBRGMの取り組みと，
GSJの取り組みを比較検討し，今後GSJがデータ配信に
関して取り組むべき技術的課題，整備すべき制度を検討
した．データ整備の面で，5万分の1地質図の整備促進
や出版済み地質図のベクトル化が必要と考えうる．整備
の際には，現地踏査の情報等を含む一次データについて
も一元的に管理し，品質を担保する必要がある．整備し
たデータについての標準化対応については，INSPIRE指
令に見られるような統一的な国際標準の利用についての
規定が国内ではないが，GSJにおいては地図配信につい
て国際標準を一部すでに採用している．地図配信に係る
国際標準の国内外での運用状況の動向をモニタリングし，
対応していく必要がある．特に，今後クリアリングハウ
スの運用を行う上でさらなる標準化対応が必要と考えう
る．クリアリングハウス間のデータの同期は情報の鮮度
を保つために定期的に行うことが望ましいが，これは国
全体の方針として同期先を一元的に決定する枠組みが必
要である．データ公開にあたっての著作権については，
GSJは国際的に普及しているクリエイティブ・コモンズ・
ライセンスを採用し，かつCC BY-ND(改変禁止)を採用
したデータについても一部許諾申請手続きを不要とする
ことでユーザの利便性を高めている．BRGMは私企業と
しての側面を持つため，非公開データや有償データを含
み，一元的なライセンスでの運用が困難であると考えう
る．このようにBRGM，GSJともにオープンデータに対
応した整備を技術面・制度面から進めているが，オープ
ンデータの目的の一つである二次利用の促進，特に新た
な産業の創出には，欧州のFP7プロジェクトにみられる
ように，まずは研究としてパイロットプロジェクトを実
施し，実証を積み上げていくことが必要である．

謝 辞： 今 回，BRGMのHead of Department Scientific 
Information and Digital Technologies Information Systems 
Division である Pierre Lagarde 氏から多数の貴重な意見を
頂戴した． 特に第3章BRGMにおける地質図類のデジタ
ル配信は氏との指針のやり取りを通じ調査を行った．
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補遺　用語解説

用語 解説 備考

オープンデータ
デジタルデータを機械判読に適したデータ形式
で、二次利用が可能な利用ルールでデータを公
開すること

オープンデータ政策
特に公的機関のデータをオープンデータとして
公開することで、透明性・信頼性の向上、経済
の活性化・行政の効率化を目指す取り組み

クリエイティブ・コモンズ・
ライセンス

インターネットでやり取りを行うデジタルデータに
関する著作権の運用に関する国際ルールで
GSJでも2013年10月より地質情報に適用を開始

引用文献 クリエイティブ・
コモンズ・ジャパン (2004)

クリアリングハウス

省庁や公的研究機関などが保有する情報(主に
GIS情報)を検索・利用できるよう公開するシステ
ムやサービスで、保有する機関間での情報共有
も可能とする

メタ情報
データそのものではなく、データの作成日時や
作成者、データ形式、タイトル、注釈など、対象
地域などデータに関する情報

INSPIRE指令
欧州議会が、EU域内の公共機関が保有する地
理空間情報の統合・共有化の共通基盤構築を
目的に2007年に施行した指令

オープンソースソフトウェ
ア

ソースコードが公開され、商用利用の有無を問
わず改変、再配布が認められたソフトウェア

空間参照
地理情報を地球上の位置と関連付けること。座
標による空間参照と地理識別子による空間参
照がある

XML
「タグ」と呼ばれる特定の文字列で、文書やデー
タの意味や構造を記述するためのマークアップ
言語の一つ

XML スキーマ
XMLの文書中でどのようなタグや属性が使われ
ているかなど、具体的な構造を定義する言語

W3C (World Wide Web
Consortium)

World Wide Webで使用される各種技術の標準
化を推進する為に設立された標準化団体

Linked Open Data
ウェブ上でコンピュータ処理に適したデータを公
開・共有するための技術の総称

RDFボキャブラリ
メタデータを記述するために利用するボキャブラ
リ

3.3 本文中説明有

ハーベスティング機能
クリアリング間でメタ情報を自動収集し，同期す
る仕組みの一つ

3.4 本文中説明有

EU 第7次研究枠組み計
画(FP7)

ヨーロッパにおける研究活動を助成する欧州委
員会（EC）の政策。第7次:2007～2013

補遺　用語解説




